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多国籍企業 と資本の集積 ・集中の現段階

有 賀 敏 之

は じ め に

いわゆる 「独 占⊥ 現象 としての寡占資本の分析 に関 しては,マ ルク.ス経済

学の側に19世紀以来のカルテル ・トラスト・コ.ンツェルンを論じた分析枠組み

が在 り,片 や米菓の経済学にいわゆる.「コングロ⇒リット」現象に注目した研

究が存在するものの,.両 者の間には決定的な断絶がある。この分野においても,

戦.前以来の伝統的な分析枠組みは直接には現実を的確に分析 しえなくなってい

る。マルクス経済学の側では,金 融資本に基づ く 「国家独占資本主義」をもっ

て全てを説明 しようとすることが永らく行われてきた。筆者はその種の議論は

極めて不充分であると考.える。一方,国 際寡占体と目される多国籍企業を論じ

た研究には規定が欠如 してお り,.しばしば資本の量的な指標がそれに代えられ

ている。本稿は,..ヒ記の両つの議論の懸隔を埋め,戦 前以来のいわゆる 「独

占」資本 と,戦 後の多国籍企業現象を包摂 しうる,寡 占の一般理論の構築に向

けた一試論であるg

1歴 史的な国内寡占現象

製鉄業の事例

産 業 革 命 で 世 界 に先 駆 けた イギ リス に お い て は,製 鉄 業 に関 して,極 端 な 集

積 ・集 中 は進 行 しなか った 。 合 衆 国 に お い て も.事情 は 同 じで あ って,製 鉄 業 は

当初 全 く 自由競 争 的 な産 業 で あ った 。1855年 の べ ッセマ ー転 炉 の 発 明 は,乎 作

業 の撹 拌 に頼 って 錬 鉄 を生 産 して い た従 来 の パ ドル炉 の ほ ぼ ユ00分 の1の 時 間
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で,炭 素 を含 有 す る強 靱 な鋼 鉄 を 生 産 す る こ と を可 能 に した。 しか も転 炉 や

1860年 に 出現 した.平炉 は精 錬 工 程 が 自動 的 に進 行 す る もので あ った か ら,炉 は

大 型 化 され,製 鋼 工 程 にお け る生 産性 の 向上 は先 行 す る製 鉄 工 程 にお け る高炉

の 大 型 化 を 触 発 した。19世 紀 に は 多 くの 国 々で 支 配 的 で あ った 旧 転 炉,は,高

砂
炉 か らの熔 銑 の温 度 を下 げ ず に連続 して精 錬 す る こ とが ロr能で あ り,か くして

.18世 紀 末 の石 炭 製 鉄 法 の確 立 以 来,製 鉄 ・製 鋼 ・圧 延 の3工 程 に分 か れ て い た

鉄鋼 生 産 は統 合 され た 。 大 規模 な 一 貫 製鉄 所 の 出現 ば1891年 以 降,製 鉄 業 に お

け る トラ ス ト運 動 を惹 き起 こす2}。 合 衆 国 を例 に とれ ば,1899年 に一一貫製 鋼6

社 が合 併 して 業 界 第3位 の ナ シ ョナ ル ・ス テ ィー ルが,1901年 には モ ル ガ ン商

会Q関 与 に よ り,11社 が 統 合 してU.5..ス テ ィー ル(今 日のU.S.X.〉 が 成立

して い るa)LJ.S.ス テ ィー ル は当 時 全 米 の 粗 鋼 生 産 能 力 の 約65%を 占 珍,以

後 ガ リヴ ァー 型 寡 占企 業 と して 君 臨 す る こ とに な る。 最 終 的 に このU.S.ス

テ ィー ル1社 に集 約 され た 群小 の 製鉄 所 は,170に 上 った4:卜。 また この 時期 に は

化 学 工 業 に お いて も トラス トが 出現 して くる。 これ ら は装 置 産 業 で あ ったか ら,

生産 力上 昇 の結.果と して,こ の 時期 に至 って化 学 反 応 に基 づ い た工 業 生 産上 の

最 適 規 模 が 見 い だ さ れ,そ れ が 競 争 力 の新 た な 基 準 とな って 各 国 に お け る集

積 ・集 中 を促 した の で あ る。

甲
.
.

闇

.
肺
.

自動 車 産 業 の 事 例

さ て トラ ス トは,そ の 成 立 経 緯 の み な らず 業 種 に 基 づ く分 類 が 可 能 で あ る 。.

D現 在 のLD転 炉以前 の初期転炉の総 称であ る。ペ ッセマー法 は,そ の改良型 で.ある トーマ ス

法 ・LD法 ともども,原 理的に熔銑 を必要 とす る。ベ ッセマー転炉は燐 を除去 できず.ま た屑鉄

を原料 に配合で きないため,2⑪ 世紀 前半には平炉が一般化するが,合 衆国において も低燐鉱 の尽

きる今世紀初めまでは転炉が支配的 であった。

2)1894..95年 の 日清戦争に勝利 した 日本が,当 時の国家 予算 を上回る賠償 金を基 に築いた一貫製

鉄所,官 営八幡製籔所 槻 新H4製 鐵)が19〔11年 より操業する.八 幡製鐵 はむろん トラス トで は

なか ったが,こ のさいに 「後.発効果」 がいか んな く発揮 され.明 治期 日本の製 鉄事業へ の参 入が

世界的 な巨大高炉の建 設運動 に大 きく遅れ をとるものではなか った点に,注 意 を喚起 してお きた

い。

3)黒 川博 『U.S.ス テ イ…ル経営史』 ミネルヴァ書房1993よ り。

4)佐 藤定幸 「コング ロマ リッ ト」毎 日AMgfii1969pp.60-63.
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ζ こでM製 造 業 を 装 置 産業 と組 み 立 て産 業 に二分 し,前 者 に お け る合 同 を 「装

置 トラ ス ト」,後 者 を 「組 み 立 て トラ ス ト」 と規 定 す る。 装 置 トラ.ストには 金

属 ・化 学工 業 等 の伝 統 的 な装 置 産 業 以 外 に,石 油化 学 工 業 の前 段 階 と して の性

格 を もつ 石 油 採 掘 ・販 売 業 を含 め る。次 い で 組 み立 て トラス .トで あ るが,こ の

範疇 に は装 置 産 業 同様 の トラ ス ト化 に よ っ.て経 営 規 模 を拡 大 した,20世 紀 を代

表 す る組 み 立 て産 業,ゼ ネ ラル ・モ7タ ー ズ を配 す る。 以 下,組 立 て 葭葉 に お

け る資 本 の集 積 ・集 中 の代 表 的事 例 と して 自動 車 産 業 につ い て検 討 を行 い なが

ら,.組 み 立 て トラ ス ト概 念 を提 示す る。

ビ ュ イ.ヅク.・モ ー タ ー の社 主W,デ ュ ラ ン トが ゼ ネ ラル ・モ ー ター ズ を設 立

し,精 力 的 に既 存 の 自動 車 メ イ カー を傘 下 に 収 め て い っ た の は,H,フ ォー ド

が 丁型 を 発 表 す る 直前 のユ908年 の こ とで あ った 。大 量 生 産方 式 の実 現 は,確 か

.に組 み立 て 産業 に も規 模 の経 済 を も1たら しは したが,フ ォー ドは1909年 に 丁型

を売 り出 した後 で 生 産 上 の技 術 革 新 を重 ね,10年 以 上 の歳 月 をか けて 徐 々 に量

産 とそれ に伴 う⇒ ス ト ・ダ ウ ン を実現 して,売 り.上げ を伸 ば して い った の で あ

るか ら,フ ォー ドの発 明 とGMの 経 営 拡 大 との 問 に直 接 の関 連 は 無 い 。 両 社 の

経 営 戦 略 は,後 にGMが フ ォrド ・シス テ ム を,フ ォー ドが モ デ ル ・.チェ ン ジ

戦 略 とフ ル ・ラ イ ン ア ップを導.入す る こ とで 収 斂 す るめ で あ るが,当 初 は 全 く.

別 の 方 向 を志 向 して い.たの で あ る。GMは 後 に 業 容 を拡 大 し1巨 大 な 企 業 グ

ルー プ と化 した が,.そ の本 体 は今 日に到 る まで 「1社 トラス ト」 とで もい うべ.

き構 造 で あ り,成 立 の経 緯 をそ の形 態 に 強 く留 め て い る点 で 実 に興 味 深 い5,。

このGMの 企 業 構 造 こそ が,初 期 フ ォー ドの 単 品種 大量 生 産 に対 して,数 品種

の 大量 ノk産を可 能 に し,今 日まで 続 くそ の 市場 覇権 を可 能 に した ので あ った 。

.や が て フ ォー ド ・モ 門 ター を 含 め,ト ラス トに よ っ て成 立 したわ けで は ない他

の組 み 立 て産 業 各 社 が,成 熟 した 大 量 生 産 時代 を迎 え,こ ぞ ってGMの 組 織形

態 を模 倣 す る こ と に な る。 す な わ ち事 業部 制で あ る。上 りわ け 自動 車 産 業 の場

5)周 知 の よ う に,フ ォー ド.(FoTdMotor)を 初 め 他 社 の 社 名 が 単 数 で あ るの に 対 して,General

M山rsが 複 数 形で あ る こ とが,こ の間 の 事 情 を物 語 る.
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合 は,単 に 製 品部 門別 に設 計 ・製 造 ・販売 を行 う事 業 部 制 を導 入 す る に留.まら

な　

なかった。愛称を与えられた,価 格帯および製品コンセプ トを異にする車種を

単位 として,設 計から販売ならびに整備に至 る企業組織を数個の系列に編成し,

その上で戦略的にモデル ・チェンジを行 うというGM特 有の手法が模倣された
酸

ので あ る。 元 来 トラス トに よ って成 立 して い ない 他 社 の 場 合,し ば しば販 社 の

複 線 化 に 留 ま りは した もの の(多 チ ャ ン.ネル ・フ ラ ンチ ャイ ズ方 式),成 立 の

経 緯 は別 と して,総 合乗 用 車 メイ カ ー は こ と ご と く,企 業 構 造 の 面で 組 み 立 て

トラ ス トに接 近 した と言 え るで あ ろ う01966年 に 日産 自動 車 が合 併 した プ リ ン

.ス 自動 車 が ,今 も 日産 の 販 売 系 列 と して そ の ま ま 姿 を 留 め てい る6,が,日 産 自

動 車 は 日本 に お け る正 真 正 銘 の 「組 み 立 て トラス ト」 で あ る。

11現 代の寡占の国際化現象

国際寡占資本の発現と国家の介在一

寡 占 の国 際 化 現 象 と して は 国 際 カル テ ルが,や は り装 置 産 業 を 中心 に早 くか

らみ とめ られ て い る。 レー ニ ンは 『帝 国主 義1第5章 に おい て,今 世 紀初 め に

相 次 い だ,世 界 市 場 の 分 割 を 約 す る 国際 割 り当 て カ ル テ ル と して,電 気工 業 ・

海 運 業 ・軌 条 製 造.・亜 鉛 工業 ・火 薬 工 業 の例 を挙 げて い る。他 方 トラ ス トの 国

際 化 ・世 界 化 に 関 して も,工 業 生 産 の大 規 模 化 過 程 と同様 に 装置 産業 が先 行 し,

ともに 英 蘭 間 で 早 くも今 世紀 の前 半 に,ユ907年 に ロ イヤ ル ・ダ ッチ ・シェ ル,

1929年 に は ユ ニ リー ヴ ァ とい う大 規 模 な国 際 的 「装 置 トラス ト」 が 成 立 をみ た 。

た だ し次 節 で 検 討 す る よ う に,「 トラス ト」 な る 術 語1よ独 占一 般 を指 して 曖 昧

に 用 い られ る こ と もま ま有 る ので,純 然 た る 「合 同」 の現 象 に限 定 して 「国 際

トラス ト」 概 念 を規 定 した う えで,前 節 に取 り上 げ た産 業 につ い て さ らな る資

本 集積 ・集 中 の 問題 を分 析 す る。

6)こ のさいに取 得 したス方イ ライ ン.グ ロ リア等の車種が,今 も日産 自動車の主要なラインア ッ

プであ ることはい うまで もない。
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製鉄業の事例

第2次 世 界 大 戦 で 戦 火 を被 らず に済 んだ 合 衆 国 鉄 鋼 各社 は,い ち早 く生 産 設

備 を 更新 した が,皮 肉 に もそ の 直後 の1950年 代 に製 鋼 法 上 の技 術 革 新 が 起 こっ

た ア♪。 お りか ら復 興 を遂 げ た 日本 メ イ カー は,60年 代 よ りい ち早 くLD転 炉 を

導 ズ して 世 界 最:大級 の 高炉 を擁 す る に至 ら,70年 代 以 降,一 貫 製鉄 ナ ラ ン ト受

注 に よ る技 術 供 与 に乗 り出す 。 こ の動 き は,旧 式 の 設 備 で相 変 わ らず 操 業 を続

けた こ と に よ り衰 退 を 余儀 な くされ た,..米欧 の既 存 メ イ カー との合 弁 とい う形

を と る場 合 も多 か った 。.日本 鉄 鋼 大 手5社 全 てが,1989年 まで に合 衆 国鉄 鋼 メ

イ カー との 合 弁 を 果 た して い る。 わ けて もNKKが1990年4月,全.米6位 の ナ

シ ョナ ル ・ス.ティー ル の株 式 保 有 率 を提 携 当 初 の50%か ら70%に まで 高 め,同

社 を傘 下 に 収 め た こ とは,鉄 鋼 業 に お け る国 際 トラ ス ト現 象 そ の もので あ って,

注 目 され る㌔

戦 前 流 の概 念装 置 に よ る把 握 を試 み よ う。 鉄 鋼 業 は か つ て の基 幹 産 業 の最 た

る もの で, .他国 に 直接 進 出 して 生産 を行 う こ と は 自国 政 府 に対 す る軍 事 上 の配

慮 か ら伸 られ た は ず で あ る 。 ま た組 み 立 て産 業 と異 な り,相 手 国市 場 の 消費 構

造 に合 わ せ て 現 地 で モ デ ル を手 直 しす る必 要 もな か った 。 した が っ て輸 出で 事

足 り,1980年 代 に 至 る ま で 積極 的 な.合弁 が 行 わ れ る こ とは な か った ので あ るが,

論 理 的 に は 国:家主 権 を捨 象 すれ ぱ,当 初 よ り相 手 国 に 進 出 し,ま た場 合 に よ っ 「

て は相 手 国 企 業 を トラス トの形 で 買 収 す る こ とで 現 地 生 産拠 点 と して組 み 入 れ

て い て 呑 よか った は ず で あ る。 い ま,国 家 が 介 在 しな か った場 合 に,柑.手 国 に

合 同 以 前 に生 産 資 本 と して投 じられ た はず の 自国 資 本 を仮 定 し,新 法 人 設 立 に

さい して 共 同 出 資分 の 資 本 の 母 体 とな っ て い た は ず の,そ れ ま で 進 出 しえ な

か った 現 地 法 人 を復 元 して考 え る な らば,合 弁 の 結 果 と して の新 法 入 は事 実 上

の 合 同 と観 な す こ とが で き る。 相 手 方 の 資 産 を前提 とす る この種 の合 弁 事 業 も

7)`1957年,従 来の炉底から空気を吹き込んでいた転炉に代えて,酸 話を ヒから吹き込むLD転 炉

がオーストワアで工業化され,既 存の旧転炉や平炉を駆逐 していった。

.8)日 米鉄鋼資本間の提携については,百 川康宏 『ア.メリカ鉄鋼資本の多角的事業展開と日米合弁

事業の位置づけ1(経 済論叢第148巻第1・2・3合 俳号)に 詳しい。
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また,国 家 の存 在 に よ っ て歪 め られ た トラ ス トの 亜種 に ほか な らない 。 一 国 の.

寡 占体 が 他 国 に進 出 した とい う に留 ま らず,各 国 内 にお け る 寡 占体 間 に ま た

が って 成 立 した 「国 際 トラス ト」 で あ り,国 家 の 介 在 に伴 って資 本 の論 理 が 貫

徹 しえ な か った が た め に,こ う した形 を と って 初 め て現 れ た も ので あ る。 また

唖 これ が 先 に規 定 した 「装 置 トラス ト」 の国 際 版 で あ る こ とは
,い うまで もない 。

つ ま り 「国 際装 置 トラス ト」 で あ る。

自動車産業 の事例

目を 自動 車 産業 に転 ず れ ば,日 本 の 資 本 自由化 後 の ユ970年代 か ら80年 代 にか

け,米 ビ ッ グ ・ス リー は競 っ て 日本 や 韓 国 の 下位 メ イ カーへ 資 本 参 加 し,小 型

車 種 の 開 発 ・生 産 ・販 売 に関 して 提 携 した 。 す なわ ち 日本 国 内 で のGMと い

す ・㍉ ズ ズ キ,フ ォー ドとマ ツ ダ,ク ラ イ ス ラー と三菱 自動 車 の提 携 で あ る。

韓 国 に お い て は米 自動 車 産 業 のみ な らず,欧 州 ・日本 の企 業 を も交 えて 進 出 が

試 み られ たが,関 係 が 持 続 したの はGMと 大 宇,マ ツ ダ ・フ ォー ドと起 亜,三

菱 と現 代 との 提 携 程 度 で あ っ た9,。 さ ら に進 ん だ 国 際 的 な資 本 関係 強化 の事 例

と.して は,80年 代 に は デ トロ イ トが 三 十年 ぶ りに,欧 州 の.ド位 自動 車 メ イ カー

を そ の ブ ラ ン ド ・車 種 ご と傘 下 に収 め る とい う現 象 が 見 うけ られ た 。 フ ォー ド

は1987年,英 国 め ア ス トン ・マ ーチ ィ ンお よびACの 株 式 の 過 半 数 を取 得 した 。

イ タ リア に お い て は(:Mが ロ一 夕ス を,ク ライ ス ラー は ラ ンボ ル ギ一 二 を買 収

して い るユ%こ れ ら は、.ヒ述 の 国際 トラス トが 貫 徹 さ れ た場 合 に 当 た る 。 こ う し

た 自動 車産 業 に お け る合併 に関 して は;単 な る 国際 的 企 業 グ ルー プ化 に す ぎな

い との異 論 が 在 りう るが,先 述 の.ライ ンア ップ とい う自動 車 産 業 の 特性 か ら,

9〕GMは 大字 自動 車の前 身.新 進自動 車の株式 の50鷺 を1972年 に取得 したが,1992年 に提携 を解

消 して撤収 した。 フォー ドは,同 社が資本参 加 しているマ ツダが1983$1に 起亜 自動車に8%の 資

本参加 をした後を承け.19照 年よ り起亜 と提携 した、三菱 自動車 ・三菱商事は,1982fffに 現代 自

動車 の株式の1D%を 収得 し,1985年 にはこれを15%に 高め た1藤 本隆宏i日 韓 自動車産業の形成

と産業育成政策』 東京大学経済論集 第60巻 第2号PP.69-79よ り)。

10〕J.W【,maek,'tal.,7隔Mαcゐ 伽 ㍑ 曜C加 π伊4`加1砺 帽;Mac血nan,1990(沢 田 博 訳

「リーン生塵 方式が,世 界の 自動車産業を こう変える』経済.界199〔)p.3.5p.
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主 要 な 車 種 が 保 全 さ れ て い れ ば 「組 み 立 て トラ ス ト」 とす べ きで あ ろ う。 先 に

提 示 した 「組 み 立 て トラス ト」.の国際 版,「 国際 組 み 立 て トラス ト」 で あ る。

しか るに,自 動車 産業 は今 日に おい て一 国の 工 業 を代 表 す るシ ンボ リ ック な

産業 で あ り.,生 産 ・雇 用 ヒの波 及 効 果 が 甚 大 で あ る こ とか ら,い か に資 本 移 動

が 自 由化 され て い よ う と,.一 国 の 主 要 メ イ カー の株 式 の過 半 が 他 国 の資 本 に

よ って 取 得 さ れ る こ とは稀 と な り1国 内 の 寡 占の場 合 とは異 な っ て資 本 支 配 関

係 が 明確 に現 れ て こ な い。 英 仏 両 国 政 府 は70年 代 ま で,産 業 国有 化 政 策 に よ っ

てBL(ロ ー バ ー),ル ノー,.プ ジ ョー とい った 自 国 資 本 の 自動 車 産.業の経 営

不振 に対 処 した。 こ の政 策 に は単 な る雇 用 の確 保 に留 ま らず,米 独 の 自動車 メ

イ カー.やそ の現 地 生 産 子 会 社 に よ る 自国 資 本 の吸 収 合併,さ ら に は国 内 市場 席

捲 を拒 絶 せ ん とす る 国家 の 威 信 とい う側面 を み とめ ざ る を え ない 。

米 日 ・米 韓 の提 携 の事 例 に戻 って,ま ず 戦前 流 の概 念 装 置 に よ る把 握 を試 み

よ う。 設 計 か ら製 造 ・販 売 に至 る まで の 自動 車 生産 を,三 極 間 の 有機 的遮 携 に

よ っ て確 立 しつ つ あ る唯 一 の企 業 は,フ ォrド ・モ ≒ タ ーで あ る。 同社 は マ ツ

ダ の株 式 の24%を 取 得 した1979年 よ り..マ マダ の設 計 を基 に した車 種 を,や は.

り資 本 参 加 して い る韓 国 の起 坐 に 製造 させ,こ れ を合 衆 国 に持 ち込 んで,マ ッ.

ダ 自身 の製 造 した 同 種 の 車 と共 に 「フ ォー ド」 ブ ラ ン ドで 販売 す る こ とを始 め

た1㌔ 次 い で 北 米 フ ォー ドとマ ツ ダ,.北 米 フ ォLド と欧 州 フ ォー ドとい うそ れ

ぞ れ 二 極 に また が る形 で 新 モ デ ル の共 同設 計 に着 手 し,1989年 以 降 これ が 順 次

販 売 され て い る1㌔ この 種 の水 平 分 業 は 自社 の 子 会 社 に関 して は 同 社 で は 全 世

.界 的 に実 施 され てい る と こ ろで あ り且3},経営 上 の 合 理 性 を 地 球 規 模 で 追 求 して.

い るに す ぎな い ので あ る。 以.トを基 に製 鉄 業 の場 合 と同様 の論 理.ヒの操 作 と し

て,公 権力 とい う項 を消 去 し.て考 え る な らば,フ ォー ドの70年 代 末 以 降 の 活 発

な 提 携 は,「 国 際組 み 立 て トラ ス ト」 の 貫徹 が 阻 害 され た過 渡 的 な状 況 の.トで

11)「 フェ ス テ ィパ」 で あ る 。 オ ー トラ マ ・チ ャ.ネル を通 じ,日 本 で も販 売 さ れ て い る。

12)J.Womack,引 臼1.,ψ`鵡,PP、261-63,

13)妙.of,PP.339-40.
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の,「 国 際 トラ.ス ト」 と 「国 際 シ ン ジケ ー ト」 とい う二 つ の理 念 型 の 複 合 形 態

と して 基 本 的 に把 握 され る。 資 本 所 有 が 貫 徹 す れ ば,本 来十 全 な 国際 トラ ス ト

と して 発現 すべ き ものが,国 家 の 介 在 に伴 って 阻 害 さ れ,技 術 提 携 とOEM生

産 に よ る生 産委 託,並 び に販 売 上 の 国 際 シ ン ジケ ー トと結 合 した形 で 現 れ てい
4

るのである。.

ただ事態は製鉄業の事例ほど単純ではないため,こ の戦前来の概念装置に依

拠 した把握には限界が伴う。「平成不況」の長期化の下での自動車業界全般の

不振の中,好 況時に販売系列を拡大 しすぎたマツダの経営は,1993年 以降こと

さら悪化 してお り,フ ォー ドに意思さえ有るならばマツダを完全に傘下に収め

て何の不思議 もない状況である。ところがフォー ド側は,同 社への出資比率を

引き上げることに関しては明白に否定 している1%フ ォ」 ドはあえてマツダを

吸収合併する機会を見送ろうとしているのであ り,こ れは資本の集積 ・集中の

水準,経 済国境の介在 といった相違を別にしても,古 典的独占資本制理論の常

識では考えられないことである。この現象は並行 して,論 理の次元を異にする

「国際戦略提携」現象として把握する必要があるが,そ の分析は本稿の紙幅の

許すところではない。筆者は本稿の続編に当たる別稿,「 資本制発展の 『現」

段階規定に関する一考察」を準備中である。

III寡 占の 一般 理 論

金融 コンツ ェルンの終 焉

まず 銀 行 資 本 を擁 す る旧来 型 コ ン ツェ ル ンは な にゆ え か つ て 隆 盛 とな.り,戦

後 廃 れ た か とい う核 心 的 な 問題 につ い て,独 占禁 止 政 策 とい う政 府 規制 の 影響

とは 別 に 考 察 す る。 戦 前 期 ドイ ツ に お け る 「金 融 コ ン ヅ エ ル ン」且5レと 日本 の

14)米 フォー ド海外事業 最高責任 者,W.ブ ッカー執行副社 長は19髄 年1月6日 の会見 にお いて,

マ ツダへの出資比率引 き上げにつ いて は強 く否定 し、提携関係に関 して常勤役 員を3名 派遣 して

両社の協力関係 を緊密化するこ とを明 らかにす るとともに,相 互のOEM生 産委 託を拡大す る方

針 を示す に留ま った(朝R新 聞朝刊同 月8日 付 け)。

15)「 産業 コンツェル ン」 と対比 される概 念で ある。
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「総 合 財 閥」 の両 者 は,両 国 資 本 制 の類 型 的相 違 か ら厳 密 に同義 で は な いが,

ヒル フ ァー デ ィン グ以 降 の マ ル ク ス経 済学 が 「金 融 資 本 」 と して把 握 して きた

共通 の時 代 的特 質 を も って い るの で,こ こで は併 記 して用 い る。 歴 史 的 に み て.

ドイ ツ に お い て金 融 コ ン ツ ェ ル ンが経 済 ・社 会 的 な焦 眉 の問 題 とな った の は,
ゆ

第1次 世 界 大戦 後 のハ イパ ー ・イ ン フ レー シ ョ ンを経 た安 定 恐慌 の 下 で あ った。

日本 に お い て 四大 財 閥 に よ る産 業 支 配 が顕 著 とな った の は,関 東 大 震 災後 の金

融恐 慌 の過 程 を通 じて の こ とで あ る。持 株 会社 を 中心 とす る コ ンツ ェ ル ン形態

を と って は い た もの の 自前 の銀 行 資 本 を 欠 い た,浅 野 ・古 河 等 の 「二 流財 閥」

.や鈴 木 等 の.「大 正 財 閥 」 は,こ の 過 程 で 後 退 な.い し没 落 しだ%新 た な資 本 の

集 積 ・集 中 に はユ930年 代 を待 たね ば な らず,し か もそ の さ い の舞 台 は朝 鮮 半

島 ・満 洲 で あ っ た 。 これ に第2次 世 界 大 戦 に伴 う経 済統 制 とそ の後 の混 乱 が続

く。

以 上 の経 緯 の物 語 る とこ ろ は,金 融 コ ン.ッェル ンな い しは総 合 財 閥が,極 端

な 景 気 変 動 と統制 経 済 へ の対 応 とい う点 で 有 利 で あ った とい う こ とで あ る。 あ

た か も旧 ソ連 邦 に お い て,輸 送 手 段 ・経 路 の 未発 達 か ら コ ン ビナ ー ト方 式 の 集

中 的 な...1:業立 地 が い わ ば 産 業陣 地 と して 追 求 され た が ご と く,資 金 か ら資 材 に

至 る何 もか もを 自前 で調 達 しう る総 合 財 閥 は通 貨 価値 の 変動 の影 響 を受 け ない

現 物 経 済 の 領 域 で あ っ て,景 気変 動 へ の 強 固 な組 織 的 ・物 財 的 防 波 堤(mate-

rialbarrier)で あ った 。 と りわ けデ フ レー シ ョ ンに さい して は,起 債 が ま ま な

らな い こ と.から銀 行 か らの借 り入 れ が も の をい い,内 部 に 自前 の銀 行 資 本 を抱

えた 金 融 コ ンツ ェル ン,ヒ ル フ ァー デ ィ ング の云 う 「金 融 資 本」 が 有 利 とな っ

た はず で あ る'%ま た 格 段 の政 治 力 を有 した総 合 財 閥 は,統 制 経 済 の下 で は 中

16)1928年 の時点で.全 国の法人企業の払い込み資本金の内,;井 ・三菱 ・住友の三大財閥が

30.1%を 占め,こ れに安田 ・浅野 ・大倉 ・占河 ・川崎を加えれば39.5%に 達 していた(柴 垣和夫

「三井 ・=i菱の百年一 日本資本キ義と財閥」中公新書1968pp.90-91}。

17).イ ンフレーション下で産業資本が銀行支配から解き放たれ,恐 慌下では逆に金融資本の支配が

進行するという分析は,既 に1931年刊の有澤廣巳・脇村義頭く郎著 「カルテル ・トラスト・コン

ツェルン」(改造Wに おいて.w.521-22を 初め.当 時におけ『る ドイツの事例を述べた箇所の

随所にみとめられる 〔同書は1977年に御茶の水書房より再刊されており,引 用ページの表示は復

刻版に依った〕。
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小 の資 本 に対 して圧 倒 的 な優 位 に立 ち,と れ を 一 時 的 に で あれ 自 ら の生 産 ・流

通機 構 の 巾 に組 み 入 れ る こ とが で きた 。 戦 時経 済 を 含 む,経 済が 正 常 に機 能 し

な い 時期 に は,現 物 の生 産 資 本 をや み くもに押 さ え れ ば押 さ え る ほ ど生 産 網 が

自己完 結 し,競 争 上 で 一 層 の 優 位 に立 つ こ とが で きた の で あ る。 総.合財 閥.は一
躍

国経済において複数存在 した経済内経済であ り,そ れ自体が各々の資本の一律

の指揮に従 う統制経済であった。それゆえ外部の国民経済が戦時経済化した場

合にも,こ れに対応するこ.とは極めて容易だったのである。

第2次 大戦からの復興の完了後,1日 西側の先進経済においては持続的な経済

成長の下での 「完全雇用」が政策的に追求されることになる。いわゆる 「ケイ

ンズ政策」がそのための手段を提供 した。景気変動の影響は財政赤字の累積を

代償 として抑え込まれ,解 放的な貿易体制 とあいまって,経 済内現物経済の領

域は存在意義を失っていった。寡占間にせよ,全 面的な競争の環境が整えられ

た場合には,何 もか も内製 しようとすることは競争上不利であり,適 度な提携

が必要である。か くして金融コンツェルンは経済的な有効性を失い,こ れに

伴 って巨大資本の企業構造も変化していった。戦火を被らなか?た 合衆国にお

いては,い ち早 くこの事態が進行したはずである。

現下の国際的寡占水準

重化学工業は今や産業発展の最終局面としての最先端産業とは言えない情況

であ り,コ ンピュー ター産業 にみるようにハイテク産業において,ヴ ェン

チ ャー ・ビジネスの勃興に伴い集中度が逆に低下するという展開もみとめられ

る』 したがって資本集中過程論にしても,一 国に関する歴史的な事例研究であ

ると,国 際的な現状分析であるとを問わず,産 業単位で寡占状況を追う視座を

導入する必要があろう。

かつて 「独占資本」の成立した諸国間の資本輸出過程として把握された世界

経済は,1950年 代以降,多 国籍企業の本格的な展開として捉えなおされた。資

本蓄積の場が国家間に重点を移して久 しい以上,.国 際的にやがて寡占過程が進
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行 ず る こ とは.明らか で あ る。 完 全な 世界 市 場 寡 占段 階 へ の到 達 も,す で に幾 つ

か の生 産 品 目で 現 実 の もの とな って い る。 世 界的 な集 中度 の こ とに高 い 品 目に

限 っ て も,1眼 レ フ カ メ ラ,オ ー トバ イ;大 型 コ ン ピュー ター,ヴ ィデ オデ ッ

キ.・同 カ メ ラ,複 写機 ・フ ァ クス,エ ア バ ス等 が即 座 に挙 げ られ るで あ ろ う。

鉱 産 資 源 を産 業 素 材 へ と加 工 す る,装 置 産 業 を主 体 とす る萌 芽 的 な 国際 的寡 占

が み とめ られ た レ一 二.ンの 時代 と異 な り,今 日で は国 際 的寡 占状 態 が,付 加 価

値 の 高 い 消 費財 工 業 を.含む組 み 立 て産 業 全 般 へ と及 んで い る。 そ の結 果,世 界

市 場 にお ける 寡 占状 況 は一 層 の亢 進 をみ て い る と言 え る。

世 界経 済 の現 況 は,上 記 の よ うに よ.うや く産 業 に.よって は市 場 が 飽 和 し始 め

た と ころ で あ ってゴ 今 後 の進 畏 い か ん で は,か つ て一 国経 済 に関 して 検 出 され

た類 の 「独 占」 に伴 う諸 弊 害 も発 生 しう るで あ ろ う。

トラストから企業グループへ

一般的な寡占資本制論としては
,カ ルテル ・トラス ト・コンツェルンの内,

トラス トに関 して,.そ れが装置産業 と不可分である点を指摘 してお 鮎 装置産

業の場合には国内市場であれ世界市場であれ,品 目毎に製品の品質が標準化さ

れており,同 一品目の場合は生産企業 ・生産国による差異がほとんど無い。 し

たがって,そ の合同は直ちに一国市場 ・世界市場における価格支配力を左右す

ることにつながるL㌦ 周知のように,現 代の大規模な工業生産はまず製鉄に代

表される装置産業で興 り,や がて自動車を典型とする組み立て産業へ と及んだ。

18)こ の 極 端 な 事 例 と して は,戦 前期 の ドイ ツ展 大 の 化 学 企 業 で あ る,IGフ ァ ル ペ ン 〔Inヒer・

esseD-Gemei踊chaftderdeulscbellFarbeniπkduslrieAG)が 挙 げ られ よ う。 ドイ ツ の 六 大 化 学 寡

占体 は1904年 以 来,二 大 カ ル テ ル に 集 約 さ れ て い た が,第1次 世 界 大 戦 さ な か の1916年,戦 時

「利 益 共 同 体 」 〔lpte爬sse【1..g呉釈 讐ヒ1schafL;IG〕 契 約 を 結 ん で 一 体 的 活 動 を行 う。 戦 後 の1925年

につ い に6社 は合 同 し,IG染 料 会 社 とな った 。 同社 は ベ ル リン五 大 銀 行 か ら 自立 して お り,国

内 に お け る独 占的 な装 概 トラ ス トで あ った ば か りか,国 際 カ ル テ ル を張 りめ ぐ らせ,染 料 の 世 界

市 場 の70%を 占め た途 轍 もない 国 際 寡 占体 で あ った 〔主 に 有 沢 他前 掲 書PP.226-29,544-59に 負

う)。 そ の 西 方 部 分 は 】953年,ド イ ツ敗 戦 に伴 う財.閥 解体 に よ り分 割 され,今 日のBASF,バ イ

エ ル,ヘ キ ス ト,ア グ フ ァの 母体 とな る 。 分割 後 の個 々 の企 業 で す ら,依 然 と して 化 学工 業 に お

け る世 界 最 大 級 の 寡 占 体 で あ る こ とは い うまで もない 。
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組み立て産業 とは,モ デルを創 り出す産業である。個々.の市場は固有の消費構

造を伴 うために,自 動車産業におけるモデルTの ような消費構造自体を変容さ

せる革命的な商品は別として,… 般にモデルの過度の標準化は自殺行為となる。

.その一方で1工 場当た り生産可能なモデル数には自ずと限度が有 り,資 本集中
」

にさい して も個々の工場を統括する既存の企業は意思決定の結節として温存さ

れる。さらにブランドという消費者の側の認知の問題が絡んでくるため,他 企

業を買収 した場合でも従来からの製品群は従来の商標で販売する必要がある。

したがって組み立て産業における寡占形態は.単純な トラス トとはな りにくく,

装置産業に比 して合同は進行しにくい。一方.一 旦は トラストとして.成立した

巨大企業 も,や がて関連生産や企業買収を行って 「企業グループ」化してゆく。

この 「企業グループ」とは,ド イツにおいて戦前以来言われているところの,

「産業 コンツェルン」の異称である19」。こうして残るのは,企 業グループ間の,

生産 ・価格協定等の狭義のカルテルを含む提携関係となる。

だが仮に各・国単位の独禁法が存在せず とも,真 正の金融独占など想定しえな

い以上,技 術進歩の停止を仮定 しないかぎり,上 記の過程と並行 して新たな

一
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19).厳 密 にば 「産業 コンツェル ン」 をさらに概念 として純化す る必要がある.そ の準 備作業 として,

まず 「コ ングロマ リッ ト」 を双 つの理念型 に分離す る,.「コングロマ リット1概 念 は,1950年 代.

か ら60年 代 にか けての特 殊 アメ リカ的な,投 機的な企業売 買を特 徴 とす る 「歴 史的 コングロマ

リット」 と,そ れか ら抽出された歴史普遍 的な形態的概念,す なわち銀行資本を内 部に擁 さず に

相互 に連関 のない産業を ・体化す る,「資本 集中の コングロマ リッ ト形態」に分離 され るべ きで

あ る。

次いで この視座か ら 「産業コ ンツェル ン」概念 を「分す る。一つは単一企業 の発展形態 として,

同 産 業において中核企業 が周囲 に子会社 ・関連会社 を配 した もの.す なわち今 日でい う 「企業

グルー プ」である。いま一つが,複 数の産業 にまたが る,上 記の 「資 本集中のユ ングロマ リット

形態」 にほ かならない。 前者を 「単.産 業 コンツ∫ルン」,後 者 を 「横 断型産業 コンツェルン」

と規定す ることもで きよ う。後者 の歴史上 の典型的事例 として,戦 前期 日本の日本 産業,ド ィッ

にお けるステ ィネス(StinnesKDnzeru}地 響挙 げられ る。 日産は銀行資.本を擁 さず,傘 下企業の

株式公開 と増資によ って資 金を調達 して は,既 存企業の合併 と新規の子会社設立 によ り新た な産

業へ と進出 して急成長 した 。1937年 には資本金 においてr井 ・三菱の而財 閥に次 ぐが,陸 軍の要

請 によりこの年よ り満洲 に大々的に進出 したため,敗 戦 とともに解体 を余儀 な くされる。 また ス

ティネ.スは鉄 ・石炭の鉱[.:楽ならびに電気工業 〔ジー メンス初 を基 礎 として,造 船 ・海運 ・製

紙 ・新聞 ・通信等. に々及んだ一大 「コ ンツェルン.1で あ ったが,第1次 世界 大戦後 の混乱が収拾

され,1923年 にマ ルク価値が安定 す るとともに崩壊 した。 その破綻 は,当 時 における 「金 融資

本」支配の象徴であ った(ス テ ィネスに関して は,主 として有沢他前 掲書PP.117-18に 負 う1。
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ヴ ∫.ンチ ャー企 業 の簇 生 と新 興 産 業 の 成 立 が 継起 す るで あ ろ う。 そ れ は完 全 な

独 占 の 成 立 を 阻 み続 け る。 復 興 後 の 旧西 側 諸 国 は,合 衆 国 が1920年 代 以 降,.組

み 立 て 産 業 に お い て確 立 した大 量 生 産.方式 を摂 取 して 生 産性 を 向上 させ るの に

躍 起 で あ り,こ の 間 に各 国 と も稀 にみ る.経済 成 長 を遂 げ た 。 ま た これ に続 く時

期 す な わ ち 石 油危 機 を経 た1980年 代 以 降 は,後 世 に振 り返 った場 合 に,お そ ら.

くは ユ880年 前 後 の 電 磁 気 学 ・化 学 の分 野 に お け る新 発 見 の ラ ッシ.ユに伴 う電

機 ・化 学 工 業 の 成 立,な らび に前 述 の1920年 代 以 降 の 生 産 工程 ・管 理 方 式 の改

良 の 結 果 と して の 組 み 立 て 産 業 に お け る大 規 模 工 業 生 産 の確 立 以 来 の,技 術 革

新 上 の 跳 躍 期,集 中 的 技術 革新 の時 代 に 当た る も の と思 わ れ る。 この い わ ゆ る

「ハ イ テ ク」 時 代 を 迎 え,新 興企 業 が相 次 い で 勃 興 して い る。 こ う した技 術 革

新 に触 発 され た 競 争 の 全 面 化 の 下,古 典 的 な 「独 占.」の弊 害 は 戦 後期 を 通 じて

一 貫 して
,表 面 化 しに くか った ので あ る 。

な お装 置 産 業 にお い て も,ト ラス トを経 由 しな い企 業 グ ルー プ化(産 業 コ ン、

ツ ェ ル ン化)と い う集 中 の 様 態 も存 在 す る ので,若 干 の検 討 を付 して お こ う。

こ の 範 曙 の 事 例 と して は,1930年 代 日本 の在 満 ・在 鮮 の 「新 興 コ ン ツ ェ ル

ン」凋,.こ れ と同 時期 の 五 箇 年 計 画 体 制下 ソ連 邦 の コ ン ビナ ー ト,さ ら に近 年

の事 例 と して,1980年 に大 韓 石 油 公 社 の 払 い 下 げ を受 け て今 や 韓 国 五 大 則'閥の
ソンキヨン

一角 を 占 め る に至 った 鮮 京21)が挙 げ られ る。 これ らに 共 通 して い るの は ,い ず

20)新 興]ン ツェルンは日産 を例外 として,.鉱 産資源 ・水力発竃等の資源 ・エ ネルギー立地型の企

業 をその中核 と して発展 した戦 前の 「単....産業 コンツ ェル ン」で ある。朝鮮半島 ・満洲の遠隔地

に.中 核的 なプラ ン トを と りま く形で自己完結的 に工場群を配 した,い わば1日ソ連邦の コンビ

ナー トのH本 版で あって,「 在外 コン ビナー ト」 とで も形容 しうる存在であった。

新 興コ ンツェル ンに関す る研究状況の概 略については,..「.谷政弘 『新興 コンツェルンと企業グ

ループ」(経 済論叢 第137巻 第2号 〉を参照。下谷氏の一連 の研 究の眼 目は,こ の1930'f代 「新興

コ ンツェルン」の代表 と目さ れてきた日産]ン ッェル ンが,「 企 業グループ」 の域 を出なかr)た

目窪 ・日曹 その他 と異 な り,既 成財閥に準ず る,レ イ ト・カマーと しては唯一の総.合.財閥的 コン

ツ ェル ンで あった ことの指摘で ある。

21)蔚 山石油化学 コ ンプ レックス 〔蔚山エチ レン ・セ ンター)の 中核 を成す 国営大韓石油公社は.

石油精製 ・ナフサ分解 の拠点 と して,米 ガル フ ・オイル と韓 国政府 との各50%の 合弁で設立され,

1964年 に操 業を開始 した。1980年,ガ ルフ社が手放 した株式 を川 ドの繊維 関連 の財閥であ った鮮

京が落札 し,そ の巾核企業 「油公」 として再発足す る.中 位 の財閥にすぎなかった鮮京 は油公を

得て,一 躍主要財 閥の仲間入 りを果た したのであ る./
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れも後発工業国において,無 から有を生 じる形で巨額の資本が投下されたこと

によって成立 した中核プラントが,や がて関連企業を周辺に配置することで自

立的な企業グループ化を遂げたことである。世.界シ.ステム論の術語を借 りて語

るならば,60年 代 「半周縁」諸国...一般の輸入代替工業化戦略 もまた,石 油危機
の を経た70年代にその多 くが失敗 に終わ

ったとはいえ,こ の種の中核プラントを

発展途上国が自らの経済の内に保有しようとした事例に相当する。

トラス トの時期区分

久 しく顧みられることのなか った独占資本制論を再び現状分析に適用するに

先だって,さ らにもう一段の準備作業が必要であるように思われる。それは.

「トラス ト」 な る 概 念 の 曖 昧 さ に 関 す る 検 討 で あ る。 「トラ ス ト」 に は少 な く

とも二つの形態が有る。一つは株式の信託22}や交換を通 じた,特 定分野におけ

る既存企業の集約的統合による巨大な寡占体の成立経緯を表す,そ の歴史的用

ポ ハ ン カ ンヤ ン

＼ 他に装置鷹業のプラ ントに発す る韓国の.・大企業 グループ としては,浦 項 と光 陽の2箇 所に一

貫製鉄所 を擁す る,粗 鋼生産量世界 第2位 の旧国営 庸項綜合製鐵(PoSCO)の 民 営化が進行 巾

である。浦 項製鐵 は大韓石m同 様,既 存の大財閥に今さ ら譲渡するにはあま りに巨人であ り,財

閥間の較差 を大き くす ることにな ると韓国政府は判断 したのであろ う。6番 目の大財閥 として育

成す る意向のようで ある 〔光陽製鉄所における聞き取 り。1994年7月)。

韓 国の工業化 は従来,三 星 ・現代 ・大宇 ・LG(旧 ラッキー金星)の 囲者 を筆頭 とす る財閥に

政府 のプロジェク トを振 り分け,特 殊銀 行による融資 を与えることを通 じて進展 して きた。それ

は計 画段階か ら行われ る一種の 「払い.卜.げ」である。 韓国において は民間銀行が未発達であって,

今だに無尽 が大きな比重 を占めている。台湾 も同様で ある。本格的 な銀行資本を擁 さない韓国財

閥が資本集約型の産業を 揃 い備える 二とが可能であったのは,徴 税 を介 して国家が蓄積機構 と

しての機能 を代行 したか らである,韓 国のよ うな財 閥の割拠 の状況 とはな っていない ものの,台

湾 ・シンガポールの重化学工業化を可能 に した背景 も.同 様 の国家蓄積への依存であ った。これ

がい わゆる 「開発 独裁」 の,金 融 的側 面である。以 上にみるよ うに,香 港を除いた アジアNIEs

の工業化へ の国家 の関7の 度あいは,明 治期 日本の比ではない。 この点に,NIEsの 王 化 や韓

国資本制の特異性が集約的に願われているよ うに思われ る。だがNIE.o)資 本制のめざま しい発

展 を考 えあ わせた とき,こ の事実は逆 に,「金 融資本」 なる存在が歴史的な限定性 を有す るこ と

の証左であ るといえ るであろ う。

22).「 トラス ト」な る語を生んだアメリカ合 衆国 にお ける,信 託;受 託方式に基づ く本来の 「トラ

ス ト1は 極めて短命であ り,オ ハイオ州裁 において早 くも1892年 に違法判決が ドされている。 こ

の判決 と前後 して,持 株会 社方式 による合 同が隆盛を極め るが,1904年 に米最 高裁 は株式取得 に.

基づいた持株 会社方式 に対 して も違法判決 を下 し(ノ ー ザ7・ セキュ リテ ィーズ判 決),1914年

に成立 した独 占禁止 法(ク レイ トン法)が これ を明文化 して,.持 株 会社方式 による合併運動 は一

時下火 とな る,
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法 で あ るbこ の 過程 で,幾 つ か の産 業 にお い て 寡 占 資 本が 世界 で 初 め て出 現 し,

並 行 して これ に 出資 した銀 行 資 本 の著 しい 成 長 が み とめ られ た。 い わ ゆ る 「金

融 資 本 」 は,こ の 間 の事 情 を述 べ た 概 念 で あ る2%こ の 資 本 集 約 の 古 典 的 過 程

を 「歴 史 的 トラス ト.(信 託)」 と規 定 す る。 「歴 史 的 トラス ト」 は,当 時 の 工 業

生 産 の発 展.水準 か ら 「装 置 トラス ト」 範 疇 に 限 られ る.。「歴 史的 トラス ト」 は,

二 層 の資 本 集 中 の結 果,成 立 した トラ.スト形 態 か らそ の ま ま産 業 コ ン ツ ェル ン

へ と連 続 的 に転 化 す る こ と も有 り,レ ー ニ ンが 主 著 『帝 国 主 義 』 に お い て トラ

ス トの典 型 の よ うに 取 り.ヒげ て い る米 独 の 電 気 工 業靴 よ,こ の 寡 占 資 本 の 成 立

期 の 事 例 に ほ か な ら な い 。彼 は この 両 国 の 電 気 工 業 に よ る世 界 市 場 支 配 を,

「世.界的 トラズ ト」 とも形 容 してい る2%

これ とは 別 に 「歴 史 的 トラス ト」 の段 階 を過 ぎ,と うに 寡 占 企業 が成 立 を み

て い る産 業 にお い て,時 と して 業 界 再 編 が 行 わ れ る。 そ の 中 に は い わ ゆ る 「対

等 合併 」,一 方 に よ る他 方 の 吸 収 とは必 ず し も言 え な い事 例 も多 い 。 こ と に銀

行 間 で,世 界 的 に今 も しば しば み とめ られ る現 象 で あ る 。 金融 資 本 の形 成 を伴

わ な い この過 程 を 「企 業 合 同」 と呼 ん で,上 記 の 「歴 史 的 トラ ス ト」 を介 した

寡 占資 本 の誕 生 過 程 と区 別 す る。 以 下 に 表 を 掲 げ,第 τ節 に述 べ た トラ ス トの

23>ド イツにおいては伝統的に,銀 行が証券業務を兼営 してお り,さ らに.般 投資家は所有する債

券を株主権ともども銀行に信託するため,銀 行の産業資本に対する影響力は絶大なものとなる。

今 日の連邦共和国(BAD:1に おいても事情は全 く同様である。これはアメリカにおいては1914

年独禁法以前に違法判決の出ている初期 トラスト 〔信託)に 当たり,銀行が信託の制度上の媒体

として経済に埋め込まれているのである.こ のことがとりもなおさず ドイツにおける金融コン

ツェルンの制度的保証となっており,「金融資本.1とは古典的帝国主義段階の資本制に典型的な

現象であるとともに,ド イツ資本制固有の性格をも強 く帯びている。日本では,戦 後信託銀行に

転 じた財閥系の信託会社がこの機能を果たしており,ド イツに準ずる金融資本の発達をみていた

が,銀 行との制度 ・機構hの 区分は存在 した。

2の レーニン1帝 国主義」第5章 。組織形態の上では成立期の トラス トの名残を留めてはいるもの

の,レ ーニンが念頭においている:KG.E.と 独A:E.Gの 集中の実態は,そ の事業の広が りから

厳密にはコンツェルンと見なずべ きであろう、

25>レ ーニン前掲書(宇 高基輔訳}第5章 においては,参 与によって成立した米独の鴛大電気 「ト

ラスト」による,国 際カルテルに基づ く世.界市場分割を指して用いられている(p.116)。 また

第7章 にも同様の字句が出現するが.カ ウッキーを批判する文脈でナンセンスな仮定として言及.

しているにすぎず,こ の箇所には 「世界的 トラス ト」と同義の語として 「一個の世界的独占」と

の表現が併記されて.いる(p.153ル いずれにせよその 「トラス ト」の用法は,当 時における究

極的な独占という程度の意味である。

脚
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業 種 別 区 分 と の 関 連 を 示 す 。

第1表 トラス ト区分 の相互連関

の

時 期 区 分 業種 区 分

真870年 代一1910年 代

1920年 代 以 降

歴史 的 トラス ト

企 業 合 同

装 置 トラ ス ト

装 置 トラ ス ト+組 立 トラス ト

結 び に代 えて,

「独占資本主義」が進行する一方であるように見うけられたのは,重 化学工

業が主導的な産業であった一時期の現象にすぎない。以..ヒにみるように,1980

年代の技術革新以前に為された長期的展望は,今 日根本的な改訂を迫 られてい

る。「産業資本.主義」から 「独 占資本主義」段階,さ らに 「国家独占資本主義」

段階へという,ケ インズ主義を撲 り込んだ後に一国経済で完結 してしまう従来

の単線モデルを棄て,自 由競争段階から国内寡占,次 いで世界寡占段階へ とい

う移行過程の分析 を,産 業総体について単に概括するのではなく,主 要な産

業 ・企業単位の把握によ り行 うべき時が来ている。(ユ995年6月2旧 脱稿)

(本稿の成立にさい しては,京 都大学大学院経済学研究科の杉本昭七名誉教授 よ り懇

切 なご指導をいただ き,坂 井昭夫教授,渡 邉 尚教授,今 久保幸生教授 に加 え,大 阪経

済大学経済学部の松村文 武教授 を初め とす る新世界経済研究会の方々よ り,種 々の有

益 なコメン トを頂戴 した。記 して感謝 の意 を表 したい。〉


